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(57)【要約】
【課題】冷却しても柔らかいままの状態を維持している
樹脂材料を効率的に粉砕するのに有用なスクリーンを提
供すること。
【解決手段】本発明に係るスクリーン１は、樹脂材料粉
砕機２０が備える回転羽２２の外側に設置されるもので
あり、筒状の本体部１ａと、本体部１ａの内面Ｆ１から
外面Ｆ２にかけて貫通する複数の開口部１ｂとを備える
。開口部１ｂは、本体部１ａの内面Ｆ１から外面Ｆ２に
向けて開口サイズが拡大するテーパ部１ｃを有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂材料粉砕機が備える回転羽の外側に設置されるスクリーンであって、
　筒状の本体部と、
　前記本体部の内面から外面にかけて貫通する複数の開口部と、
を備え、
　前記開口部は、前記本体部の内面から外面に向けて開口サイズが拡大するテーパ部を有
するスクリーン。
【請求項２】
　前記開口部は、前記本体部の内面から外面への方向に対して垂直な断面の形状が円形で
ある、請求項１に記載のスクリーン。
【請求項３】
　前記開口部がスリット状に設けられている、請求項１に記載のスクリーン。
【請求項４】
　前記本体部の軸方向とスリット状の前記開口部の長手方向とのなす角度が０～９０°で
ある、請求項３に記載のスクリーン。
【請求項５】
　樹脂材料の粉砕方法であって、
　回転羽と、前記回転羽の外側に設置された請求項１～４のいずれか一項に記載のスクリ
ーンとを備えた樹脂粉砕機に樹脂材料を供給する工程と、
　前記回転羽及び前記スクリーンの前記テーパ部において前記樹脂材料を粉砕する工程と
、
を備える方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂材料粉砕機が備える回転羽の外側に設置されるスクリーン及び樹脂材料
の粉砕方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体などの電子部品装置や光半導体パッケージの製造プロセスにおいては、封止用材
料やモールド材が使用される。これらの材料は、電気特性、耐熱性、量産性等に優れるエ
ポキシ樹脂とその硬化剤、触媒、離型剤、難燃剤、着色剤等の添加剤及び、組成比で７０
～９７質量％を占める充填剤から構成されている。最近の電子・電気機器の高性能化、小
型薄型化の動向に対しパッケージの小型薄型化、面付け実装方式が主流となってきており
、パッケージの耐リフロークラック性の向上が求められるようになった。そこでリードフ
レームとチップとの接着性向上、低吸湿化そして高強度化を図るため、エポキシ樹脂の低
分子化、フィラーの高充填化が行われるようになってきている（特許文献１）。
【０００３】
　封止用エポキシ樹脂成形材料や光半導体パッケージ用モールド材は、以下のような工程
を経て製造される。まず、所定量の各成分を混合した後、混合物を混練して混練物を得る
。溶融した混練物をシート状に圧延し、冷却固化させて冷却物を得る。この冷却物をパワ
ーミル等の粉砕機を用いて粉砕した後、圧縮成形により例えば円柱状のタブレットを作製
する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－９７３５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　ところで、前述のエポキシ樹脂の低分子化により、冷却固化させて得た冷却物が柔らか
い状態を維持していることがある。柔らかい樹脂材料は、従来の粉砕機では適切な粉砕処
理が難しいという問題がある。特に、回転羽と、その外側に設けられ粉砕物の粒度を均一
化するためのスクリーンとを備えた粉砕機を使用した場合、樹脂材料がスクリーンに付着
してしまい、粉砕機から粉体が排出されにくくなる。このような状況が生じると、スクリ
ーンの清掃作業が必要になり、この作業によって樹脂材料の生産性が悪化する。
【０００６】
　本発明は、上記課題の解決のためになされたものであり、冷却しても柔らかい状態を維
持している樹脂材料を効率的に粉砕するのに有用なスクリーンを提供することを目的とす
る。また、本発明は、このスクリーンを備えた粉砕機を用いて樹脂材料を粉砕する方法を
提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係るスクリーンは、樹脂材料粉砕機が備える回転羽の外側に設置されるもので
あり、筒状の本体部と、本体部の内面から外面にかけて貫通する複数の開口部とを備える
。開口部は、本体部の内面から外面に向けて開口サイズが拡大するテーパ部を有する。
【０００８】
　本発明のスクリーンはテーパ部を有する。テーパ部を設けたことで開口部のエッジ部分
が９０°よりも鋭角になっている。本発明のスクリーンによれば、この部分の角度が９０
°である従来のスクリーン（図９，１０参照）と比較し、材料が柔らかい場合であっても
スクリーンに材料が付着したり凝集したりするのを抑制できる。また、仮にスクリーンの
内面に衝突した材料のサイズが開口サイズよりも大きい場合であっても、テーパ部で材料
が粉砕又は切断されて開口部を通過しやすくなる。これにより、開口部の閉塞が生じにく
くなる。なお、図９，１０に示す従来のスクリーン８は、本体部８ａに設けられた開口部
８ｂが一定であり、エッジ部分８ｃの角度が９０°である。
【０００９】
　開口部は、本体部の内面から外面への方向に対して垂直な断面の形状が円形であっても
よいし、あるいは、スリット状であってもよい。開口部をスリット状に設けた場合、本体
部の軸方向とスリット状の開口部の長手方向とのなす角度は０～９０°の任意の角度とす
ることができる。スリット状の開口部は、たとえスクリーンに材料が付着した場合であっ
ても清掃作業が容易であり、メンテナンスにかかる時間を短縮できるという利点がある。
【００１０】
　本発明に係る樹脂材料の粉砕方法は、回転羽と、回転羽の外側に設置された上記スクリ
ーンとを備えた樹脂粉砕機に樹脂材料を供給する工程と、回転羽及びスクリーンのテーパ
部において樹脂材料を粉砕する工程とを備える。この粉砕方法は、本発明に係る上記スク
リーンを備えた樹脂粉砕機を使用するため、樹脂材料が回転羽によって粉砕されるのみな
らず、スクリーンに衝突した際にテーパ部によっても粉砕される。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、冷却しても柔らかい状態を維持している樹脂材料を効率的に粉砕する
ことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係るスクリーンを備えた樹脂粉砕機の一例を示す模式断面図である。
【図２】本発明に係るスクリーンの第一実施形態を示す斜視図である。
【図３】図２に示すスクリーンが有する開口部を示す断面図である。
【図４】（ａ）は本発明に係るスクリーンに衝突した樹脂材料がテーパ部で粉砕される様
子を示す図であり、（ｂ）は従来のスクリーンに衝突した樹脂材料がスクリーンに付着す
る様子を示す図である。
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【図５】本発明に係るスクリーンの第二実施形態を示す斜視図である。
【図６】図５に示すスクリーンの開口部の断面図であり、（ａ）はスクリーンの軸方向に
垂直な断面を示す図であり、（ｂ）はスクリーンの軸方向に平行な断面を示す図である。
【図７】本発明に係るスクリーンの第三実施形態を示す斜視図である。
【図８】本発明に係るスクリーンの第四実施形態を示す斜視図である。
【図９】従来のスクリーンを示す斜視図である。
【図１０】図９に示すスクリーンが有する開口部を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　図面を参照しながら、本発明の好適な実施形態について説明する。
【００１４】
＜樹脂粉砕機＞
　図１に示す樹脂材料粉砕機２０は、材料の投入口２１ａ及び排出口２１ｂを有する装置
本体２１と、樹脂を粉砕するための回転羽２２と、複数の回転羽が固定された軸２３と、
軸２３を回転させるためのモータ２５と、回転羽２２の外側を囲うように設けられた円筒
形のスクリーン１とを備える。なお、スクリーン１の下端は底板２６で閉鎖されている。
図１に示す通り、投入口２１ａからの材料は主に回転羽２２によって粉砕されて粒径が小
さくなり、スクリーン１を通過した後、排出口２１ｂから排出される。樹脂材料粉砕機２
０の具体例としては、パワーミル（株式会社ダルトン社製、商品名：Ｐ－５）などが挙げ
られる。
【００１５】
　図２～４を参照しながら、第一実施形態に係るスクリーン１の構成について説明する。
スクリーン１は、円筒状の本体部１ａと、本体部１ａの内面Ｆ１から外面Ｆ２にかけて貫
通する複数の開口部１ｂとを備える。開口部１ｂは、本体部１ａの内面Ｆ１から外面Ｆ２
に向けて開口サイズが拡大するテーパ部１ｃを有する。開口部１ｂの配置は、特に限定さ
れるものではないが、最密充填の配置にすると多数の開口部１ｂを設けることができる。
なお、スクリーン１の材質としては、金属や金属合金又はセラミックス材料等が挙げられ
る。
【００１６】
　スクリーン１にテーパ部１ｃを設けたことで、内面Ｆ１側において開口部１ｂのエッジ
部分が９０°よりも鋭角になっている。スクリーン１によれば、材料が柔らかい場合であ
ってもスクリーン１に材料が付着したり凝集したりするのを抑制できる。すなわち、回転
羽２２によって粉砕された材料Ｍがスクリーン１の内面Ｆ１に衝突した際、テーパ部１ｃ
において更に粉砕又は切断されるため、当該箇所に付着しにくい。また、仮にスクリーン
１の内面Ｆ１に衝突した材料Ｍのサイズが開口部１ｂの開口サイズよりも大きい場合であ
っても、テーパ部１ｃで材料Ｍが粉砕されて開口部１ｂを通過しやすくなる。これにより
、開口部１ｂの閉塞が生じにくくなる（図４（ａ）参照）。これに対し、開口部の内径が
一定でエッジ部分の角度が９０°である従来のスクリーンでは、エッジ部分に材料が付着
しやすい（図４（ｂ）参照）。なお、図４において、矢印Ｆは材料の流れる方向を示す。
【００１７】
　スクリーン１の開口部１ｂは、本体部１ａの内面Ｆ１から外面Ｆ２への方向に対して垂
直な断面の形状が円形である。開口部１ｂの内面Ｆ１側の内径は、材料の特性に応じて適
宜設定すればよいが、１０～１ｍｍであることが５～３ｍｍであることがより好ましい。
【００１８】
　なお、内面Ｆ１側において開口部のエッジ部分が鋭角になるようにテーパ部が設けられ
た構成であれば、開口部の形状は円形に限定されるものではない。テーパ部の角度（角度
α）は、本発明の効果を十分且つ安定的に達成する観点から、８０～１０°であることが
好ましく、６０～３０°であることがより好ましい。開口部の形状は、楕円形や矩形であ
ってもよく、後述の通り、スリット状であってもよい。スリット状の開口部は、たとえス
クリーンに材料が付着した場合であっても清掃作業が容易であり、メンテナンスにかかる
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時間を短縮できるという利点がある。開口部がスリット状の場合、内面Ｆ１側の開口幅は
、材料の特性に応じて適宜設定すればよいが、１０～１ｍｍであることが５～３ｍｍであ
ることがより好ましい。
【００１９】
　図５，６を参照しながら、第二実施形態に係るスクリーン２の構成について説明する。
スクリーン２は、円筒状の本体部２ａと、本体部２ａの内面Ｆ１から外面Ｆ２にかけて貫
通する複数のスリット状の開口部２ｂとを備える。開口部２ｂは、本体部２ａの内面Ｆ１
から外面Ｆ２に向けて開口サイズが拡大するテーパ部２ｃを有する（図６（ａ）参照）。
スクリーン２においては、本体部２ａの軸方向Ａとスリット状の開口部２ｂの長手方向Ｂ
とが一致している。
【００２０】
　図７を参照しながら、第三実施形態に係るスクリーン３の構成について説明する。スク
リーン３は、円筒状の本体部３ａと、本体部３ａの内面Ｆ１から外面Ｆ２にかけて貫通す
る複数のスリット状の開口部３ｂとを備える。開口部３ｂは、本体部３ａの内面Ｆ１から
外面Ｆ２に向けて開口サイズが拡大するテーパ部３ｃを有する。スクリーン３においては
、本体部３ａの軸方向Ａとスリット状の開口部３ｂの長手方向Ｂとが角度βをなすように
、開口部３ｂが設けられている。角度βは、０°より大きく９０°以下とすることができ
、スクリーン３への樹脂付着をより一層高いレベルで抑制する点から、８０～１０°であ
ることが好ましく、６０～３０°であることがより好ましい。
【００２１】
　図８を参照しながら、第四実施形態に係るスクリーン４の構成について説明する。スク
リーン４は、円筒状の本体部４ａと、本体部４ａの内面Ｆ１から外面Ｆ２にかけて貫通す
る複数のスリット状の開口部４ｂとを備える。開口部４ｂは、本体部４ａの内面Ｆ１から
外面Ｆ２に向けて開口サイズが拡大するテーパ部４ｃを有する。スクリーン４においては
、本体部４ａの周方向に複数の開口部４ｂが並ぶように設けられており、この周方向の複
数の開口部４ｂからなる組が本体部４ａの軸方向に更に並ぶように設けられている。
【００２２】
＜樹脂材料の粉砕方法＞
　樹脂材料粉砕機２０を用いて樹脂材料を粉砕する方法について説明する。本実施形態に
係る樹脂材料の粉砕方法は、樹脂材料粉砕機２０に樹脂材料を供給する工程と、回転羽２
２及びスクリーン１のテーパ部１ｃにおいて樹脂材料を粉砕する工程とを備える。この粉
砕方法は、スクリーン１を備えた樹脂材料粉砕機２０を使用するため、樹脂材料が回転羽
２２によって粉砕されるのみならず、スクリーン１に衝突した際にテーパ部１ｃによって
も粉砕される。なお、樹脂材料粉砕機２０には、スクリーン１の代わりに、スクリーン２
，３又は４を装着してもよい。
【００２３】
　スクリーン１～４は、冷却しても柔らかい状態を維持している樹脂材料を効率的に粉砕
するのに特に有用である。冷却しても柔らかい状態を維持している樹脂材料とは、温度０
～３０℃におけるショアＡ硬さが１０～１００のものをいう。本実施形態においては、粉
砕処理の対象となる材料は封止用エポキシ樹脂組成物及び光半導体パッケージ用モールド
材組成物である。これらの材料に含まれる成分について説明する。
【００２４】
（封止用エポキシ樹脂組成物）
　エポキシ樹脂としては、封止用エポキシ樹脂成形材料で一般に使用されているエポキシ
樹脂が挙げられる。例えば、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、オルソクレゾールノ
ボラック型エポキシ樹脂、トリフェニルメタン骨格を有するエポキシ樹脂をはじめとする
フェノール、クレゾール、キシレノール、レゾルシン、カテコール、ビスフェノールＡ、
ビスフェノールＦ等のフェノール類及び／又はα－ナフトール、β－ナフトール、ジヒド
ロキシナフタン等のナフトール類とホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロピオンア
ルデヒド、ベンズアルデヒド、サリチルアルデヒド等のアルデヒド基を有する化合物とを
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酸性触媒下で縮合又は共縮合させて得られるノボラック樹脂をエポキシ化したノボラック
型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、アルキル置
換又は非置換のビスフェノール等のジグリシジルエーテル、スチルベン型エポキシ樹脂、
ハイドロキノン型エポキシ樹脂、フタル酸、ダイマー酸等の多塩基酸とエピクロルヒドリ
ンの反応により得られるグリシジルエステル型エポキシ樹脂、ジアミノジフェニルメタン
、イソシアヌル酸などのポリアミンとエピクロロヒドリンの反応により得られるグリシジ
ルアミン型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエンとフェノール類の共縮合樹脂のエポキシ
化物、ビフェニル型エポキシ樹脂、ナフタレン環を有するエポキシ樹脂、ナフトール・ア
ラキル樹脂のエポキシ化物、トリメチロールプロパン型エポキシ樹脂、テルペン変性エポ
キシ樹脂、オレフィン結合を過酢酸などの過酸で酸化して得られる線状脂肪族エポキシ樹
脂、及び脂肪族エポキシ樹脂、硫黄原子含有エポキシ樹脂などが挙げられる。これらを単
独で用いても２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２５】
　また、上記エポキシ樹脂の硬化剤としては、封止用エポキシ樹脂成形材料で一般に使用
されている硬化剤が挙げられる。例えば、フェノール、クレゾール、レジルシン、カテコ
ール、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、フェニルフェノール、アミノフェノール等
のフェノール類、これらのフェノール類及び／又はα－ナフトール、β－ナフトール、ジ
ヒドロキシナフタレン等のナフトール類とホルムアルデヒド、ベンズアルデヒド、サリチ
ルアルデヒド等のアルデヒド基を有する化合物とを酸性触媒下で縮合又は共縮合させて得
られるノボラック型フェノール樹脂、トリス（ヒドロキシフェニル）メタン、ジヒドロキ
シビフェニルなどの多種多価フェノール化合物、分子中にビフェニル誘導体および／また
はナフタレン誘導体を含むノボラック構造のフェノール樹脂、下記一般式（Ｉ）で表され
るフェノール化合物等のフェノール・アラルキル樹脂、ナフトール・アラルキル樹脂、ビ
フェニル・アラルキル樹脂などのアラルキル型フェノール樹脂、フェノール類及び／又は
ナフトール類とシクロペンタジエンから共重合により合成される、シクロペンタジエン型
フェノールノボラック樹脂、ナフトールノボラック樹脂等のシクロペンタジエン型フェノ
ール樹脂、テルペン変性フェノール樹脂、無水マレイン酸、無水フタル酸、無水ピロメリ
ット酸などの酸無水物、メタフェニレンジアミン、ジアミノジフェニルメタン、ジアミノ
ジフェニルスルホンなどの芳香族アミンなどが挙げられる。
【００２６】
【化１】

（式（Ｉ）中、Ｒは炭素数１～４のアルキル基、ｎは０以上の整数を示す。）
【００２７】
　なお、これらの硬化剤は単独または２種以上併用して用いることができる。エポキシ樹
脂に対する硬化剤の配合量は、エポキシ樹脂中のエポキシ基数／硬化剤中の水酸基の比を
０．７～１．３の範囲に設定することが好ましい。
【００２８】
　充填剤としては、特に限定はないが、無機充填剤が好ましく、溶融シリカ粉末、結晶シ
リカ粉末、アルミナ、ジルコン、ケイ酸カルシウム、炭酸カルシウム、炭化珪素、窒化ア
ルミ、窒化ホウ素、ベリリア、ジルコニア等の粉体、またはこれらを球形化したビーズ、
チタン酸カリウム、炭化珪素、窒化珪素、アルミナ等の単結晶繊維、ガラス繊維等を１種
類以上配合して用いることができる。さらに、難燃効果のある無機充填剤としては、水酸
化アルミニウム、水酸化マグネシウム、ホウ酸亜鉛等が挙げられ、これらを単独または併
用して用いることができる。なお、無機充填剤の配合量は、吸湿性、線膨張係数の低減の
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点から成形材料全体の７０～９７重量％であることが好ましく、より好ましくは８０～９
５重量％である。
【００２９】
　エポキシ樹脂成形材料には、必要に応じて２－メチルイミダゾール、２，４－ジメチル
イミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール、２－フェニルイミダゾール、２－
フェニル－４－メチルイミダゾール、２－ヘプタデシルイミダゾールなどのイミダゾール
化合物、トリエチルアミン、ベンジルジメチルアミン、α－メチルベンジルジメチルアミ
ン、２－（ジメチルアミノメチル）フェノール、２，４，６－トリス（ジメチルアミノメ
チル）フェノール、１，８－ジアザビシクロ（５，４，０）ウンデセン－７などの３級ア
ミン化合物、ジルコニウムテトラメトキシド、ジルコニウムテトラプロポキシド、テトラ
キス（アセチルアセトナト）ジルコニウム、トリ（アセチルアセトナト）アルミニウムな
どの有機金属化合物およびトリフェニルホスフィン、トリメチルホスフィン、トリエチル
ホスフィン、トリブチルホスフィン、トリ（ｐ－メチルフェニル）ホスフィン、トリ（ノ
ニルフェニル）ホスフィンなどの有機ホスフィン化合物などの硬化促進剤を用いることが
できる。
【００３０】
　エポキシ樹脂成形材料には、必要に応じてブロム化ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、
ブロム化フェノールノボラック型エポキシ樹脂などのブロム化エポキシ樹脂、ブロム化ポ
リカーボネート樹脂、ブロム化ポリスチレン樹脂、ブロム化ポリフェニレンオキサイド樹
脂、テトラブロモビスフェノールＡ、デカブロモジフェニルエーテルなどの難燃剤を用い
ることができる。また、酸化マグネシウム、酸化カルシウム等の金属酸化物、水酸化アル
ミニウム、水酸化マグネシウム等の金属水酸化物や、２種以上の金属酸化物・水酸化物の
複合体である複合金属水酸化物、硼酸亜鉛、モリブデン酸亜鉛等の金属化合物、含窒素化
合物、含リン化合物なども難燃剤として使用できる。
【００３１】
　また、エポキシ樹脂成形材料には、樹脂成分と充填剤との接着性を高めるために、必要
に応じてエポキシシラン、アミノシラン、メルカプトシラン、アルキルシラン、ウレイド
シラン、ビニルシラン等の各種シラン系化合物、チタン系化合物、アルミニウムキレート
類、アルミニウム／ジルコニウム系化合物などのカップリング剤を用いることができる。
【００３２】
　更にエポキシ樹脂成形材料には、必要に応じて離型剤、着色剤、シリコーン系応力緩和
剤あるいはイオントラップ剤等の各種添加剤を用いることができる。離型剤としては、カ
ルナバワックス、モンタン酸、ステアリン酸、高級脂肪酸、高級脂肪酸金属塩、モンタン
酸エステル等のエステル系ワックス、ポリエチレン、酸化ポリエチレン等の酸化型又は非
酸化型のポリオレフィン系ワックスなどが挙げられる。
【００３３】
　無機質微粒子としては、シリカ、アルミナ、ジルコン、ケイ酸カルシウム、炭酸カルシ
ウム、炭化珪素、窒化アルミ、窒化ホウ酸、ベリリア、ジルコニア等が挙げられ、純度が
高いこと、熱的、化学的に安定していることから、シリカを用いることが好ましい。
【００３４】
（光半導体パッケージ用モールド材組成物）
　光半導体パッケージ用モールド材組成物は、（Ａ）エポキシ樹脂及び（Ｂ）硬化剤を含
有する熱硬化性樹脂組成物である。
である。
【００３５】
＜（Ａ）エポキシ樹脂＞
　（Ａ）エポキシ樹脂としては、電子部品封止用エポキシ樹脂成形材料で一般に使用され
ているものを用いることができる。エポキシ樹脂として、例えば、フェノールノボラック
型エポキシ樹脂及びオルソクレゾールノボラック型エポキシ樹脂等のフェノール類とアル
デヒド類のノボラック樹脂をエポキシ化したもの、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ
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、ビスフェノールＳ及びアルキル置換ビスフェノール等のジグリシジルエーテル、ジアミ
ノジフェニルメタン及びイソシアヌル酸等のポリアミンとエピクロルヒドリンとの反応に
より得られるグリシジルアミン型エポキシ樹脂、オレフィン結合を過酢酸等の過酸で酸化
して得られる線状脂肪族エポキシ樹脂、並びに脂環族エポキシ樹脂が挙げられる。これら
は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３６】
　これらのうち、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、
ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ジグリシジルイソシアヌレート、トリグリシジルイソ
シアヌレート、及び、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジ
カルボン酸又は１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から誘導されるジカルボン酸ジグリ
シジルエステルが、比較的着色が少ないことから好ましい。同様の理由から、フタル酸、
テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、メチルテトラヒドロフタル酸、ナジック
酸及びメチルナジック酸等のジカルボン酸のジグリシジルエステルも好適である。芳香環
が水素化された脂環式構造を有する核水素化トリメリット酸、核水素化ピロメリット酸等
のグリシジルエステルも挙げられる。シラン化合物を有機溶媒、有機塩基及び水の存在下
に加熱して、加水分解・縮合させることにより製造される、エポキシ基を有するポリオル
ガノシロキサンも挙げられる。また、（Ａ）成分として、グリシジル（メタ）アクリレー
ト単量体と、これと重合可能な単量体との共重合体である、下記式（７）で示されるエポ
キシ樹脂を用いることもできる。
【００３７】
【化２】

【００３８】
　式（７）中、Ｒ１はグリシジル基を示し、Ｒ２は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ３は
水素原子又は炭素数１～６の飽和若しくは不飽和の１価の炭化水素基を示し、Ｒ４は１価
の飽和炭化水素基を示す。ａ及びｂは正の整数を示す。
【００３９】
　硬化物の着色を抑制するために、エポキシ樹脂は、シクロブタン、シクロペンタン、シ
クロヘキサン、シクロへプタン、シクロオクタン、ノルボルネン、ジシクロペンタジエン
、アダマンタン、水素化ナフタレン及び水素化ビフェニルから選ばれる環式脂肪族炭化水
素から水素原子を除くことにより誘導される脂肪族炭化水素基を有する脂環式エポキシ樹
脂であることも好ましい。上記環式脂肪族炭化水素は、ハロゲン原子又は直鎖状若しくは
分岐状の炭化水素基で置換されていてもよい。
【００４０】
　樹脂汚れを抑制する観点から、エポキシ樹脂として、２，２－ビス（ヒドロキシメチル
）－１－ブタノールの１，２－エポキシ－４－（２－オキシラニル）シクロへキサン付加
物を用いることができ、ダイセル化学社製、製品名「ＥＨＰＥ３１５０」を市販品として
入手可能である。
【００４１】
＜（Ｂ）硬化剤＞
　硬化剤としては、カルボキシル基含有化合物を分子間で縮合した多価カルボン酸縮合体
を含むものが好ましい。（Ｂ）硬化剤が、このような多価カルボン酸縮合体を含むことで
、熱硬化性樹脂組成物から形成された硬化物のアルカリ性の脱脂液に対する耐性が向上す
る。
【００４２】
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【００４３】
　多価カルボン酸縮合体は、下記一般式（１）で表される成分を主成分として含むことが
好ましい。
【００４４】
【化３】

【００４５】
　式（１）中、Ｒｘは２価の有機基を示し、飽和炭化水素環を有する２価の飽和炭化水素
基であることが好ましい。Ｒｘが飽和炭化水素環を有する飽和炭化水素基であることによ
り、当該多価カルボン酸縮合体はエポキシ樹脂の透明な硬化物を形成させることが可能で
ある。同一分子中の複数のＲｘは同一でも異なっていてもよい。Ｒｘの飽和炭化水素環は
ハロゲン原子又は直鎖状若しくは分岐状の炭化水素基で置換されていてもよい。飽和炭化
水素環を置換する炭化水素基は好ましくは飽和炭化水素基である。飽和炭化水素環は単環
でもよいし、２以上の環から構成される縮合環、ポリシクロ環、スピロ環又は環集合であ
ってもよい。Ｒｘの炭素数は好ましくは３～１５である。また、ｎは０以上の整数を示し
、０～２００であることが好ましく、０～１００であることがより好ましい。
【００４６】
　Ｒｘは式（１）の重合体を得るために用いられるモノマーとしての多価カルボン酸から
カルボキシル基を除いて誘導される基である。モノマーとしての多価カルボン酸は、重縮
合の反応温度よりも高い沸点を有することが好ましい。
【００４７】
　より具体的には、Ｒｘはシクロブタン、シクロペンタン、シクロヘキサン、シクロへプ
タン、シクロオクタン、ノルボルネン、ジシクロペンタジエン、アダマンタン、水素化ナ
フタレン及び水素化ビフェニルから選ばれる環式脂肪族炭化水素から水素原子を除くこと
により誘導される２価の基であることが好ましい。Ｒｘがこれらの基であることにより、
透明で熱による着色の少ない硬化物が得られるという効果がより一層顕著に奏される。こ
れら環式飽和炭化水素は、ハロゲン原子又は直鎖状若しくは分岐状の炭化水素基（好まし
くは飽和炭化水素基）で置換されていてもよい。
【００４８】
　特に、Ｒｘは１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボ
ン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸又はこれらの誘導体からカルボキシル基を除
いて誘導される基であることが好ましい。すなわち、Ｒｘは下記一般式（１０）で表され
る２価の基であることが好ましい。式（１０）中、ｍは０～４の整数を示す。Ｒｚはハロ
ゲン原子又は直鎖状若しくは分岐状の炭素数１～４の炭化水素基を示す。ｍが２～４であ
るとき、複数のＲｚは同一でも異なっていてもよく、互いに連結して環を形成していても
よい。
【００４９】



(10) JP 2011-230050 A 2011.11.17

10

20

30

40

50

【化４】

【００５０】
　多価カルボン酸縮合体の重量平均分子量Ｍｗは、好ましくは２００～２００００であり
、より好ましくは３００～１００００である。重量平均分子量Ｍｗが２００よりも小さい
と粘度が低くなりすぎて熱硬化性樹脂組成物の硬化剤として用いた際、トランスファー成
形時の樹脂汚れの発生を抑制し難くなる傾向があり、２００００よりも大きいとエポキシ
樹脂等との相溶性が低下するや、熱硬化性樹脂組成物のトランスファー成形時の流動性が
低下する傾向がある。
【００５１】
　重量平均分子量Ｍｗは、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー法（ＧＰＣ）により
標準ポリスチレンによる検量線を用いて下記条件で測定することで得られる。
（ＧＰＣ条件）
ポンプ：Ｌ－６２００型（株式会社日立製作所製、商品名）
カラム：ＴＳＫｇｅｌ―Ｇ５０００ＨＸＬ及びＴＳＫｇｅｌ－Ｇ２０００ＨＸＬ（東ソー
株式会社製、商品名）
検出器：Ｌ－３３００ＲＩ型（株式会社日立製作所製、商品名）
溶離液：テトラヒドロフラン
測定温度：３０℃
流量：１．０ｍＬ／分
【００５２】
　ＩＣＩコーンプレート型粘度計によって測定される多価カルボン酸縮合体の粘度は、１
５０℃で１０～３００００ｍＰａ・ｓであることが好ましく、１０～１００００ｍＰａ・
ｓであることがより好ましい。多価カルボン酸縮合体の粘度が１０ｍＰａ・ｓ未満では、
例えば多価カルボン酸縮合体を配合したエポキシ樹脂組成物をトランスファー成形時の樹
脂汚れの発生を抑える効果が低くなる傾向にあり、３００００ｍＰａ・ｓを超えると、ト
ランスファー成形時の金型内で熱硬化性樹脂組成物の流動性が低下する傾向にある。多価
カルボン酸縮合体の粘度は、例えばＲｅｓｅａｃｈ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ（Ｌｏｎｄｏｎ
）ＬＴＤ．製のＩＣＩコーンプレート型粘度計を用いて測定することができる。
【００５３】
　多価カルボン酸縮合体の軟化点は、２０～２００℃であることが好ましい。これにより
、多価カルボン酸縮合体を含む樹脂組成物中に２本ロールミル等を用いて無機フィラーを
分散させる際に、良好な分散性及び作業性が得られる。無機フィラーの分散性に優れるこ
とは、トランスファー成形用の熱硬化性樹脂組成物等において特に重要である。
【００５４】
　また、ロールミルを用いて熱硬化性樹脂組成物を製造する際の混練性の観点から、多価
カルボン酸縮重合体の軟化点は３０～１００℃であることが好ましく、３０～８０℃であ
ることがより好ましい。軟化点が２０℃未満では熱硬化性樹脂組成物の製造時においてハ
ンドリング性、混練性及び分散性が低下し、トランスファー成形時の樹脂汚れの発生を効
果的に抑え難くなる傾向がある。軟化点が２００℃を超えると、トランスファー成形によ
って１００～２００℃に加熱した場合に樹脂組成物中に硬化剤が溶け残る可能性があり、
均一な成形体が得られ難くなる傾向がある。
【００５５】
　多価カルボン酸縮重合体の軟化点は、主鎖の構造の選択と重量平均分子量の調整で所望
の範囲にすることができる。一般に、モノマーとして長鎖の二価カルボン酸を用いると軟
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化点を低くすることができ、また、極性の高い構造を導入すると軟化点を高くすることが
できる。また、一般に、重量平均分子量を大きくすれば軟化点を低下させることができる
。
【００５６】
　多価カルボン酸縮合体は、縮合反応前の多価カルボン酸とモノカルボン酸の仕込み組成
比で生成物のＩＣＩコーンプレート粘度、重量平均分子量及び軟化点を目的に応じて調整
することができる。多価カルボン酸の比率が多くなるほど、ＩＣＩコーンプレート粘度、
重量平均分子量、軟化点が増加する傾向にある。但し、縮合反応の条件によっては必ずし
も上記のような傾向を示すわけではなく、脱水縮合反応の条件である反応温度、減圧度、
反応時間の要素も加味する必要がある。
【００５７】
　多価カルボン酸縮合体は、例えば、下記一般式（５）で表される多価カルボン酸及び下
記一般式（６）で表されるモノカルボン酸を含む反応液中で、それぞれが有するカルボキ
シル基を分子間で脱水縮合させる工程を備える方法によって得ることができる。
【００５８】
【化５】

【００５９】
　式（５）中、Ｒｘは、上記式（１）中のＲｘと同義である。また、式（６）中、Ｒｙは
、酸無水物基又はカルボン酸エステル基で置換されていてもよい１価の炭化水素基を示す
。
【００６０】
　脱水縮合の反応液は、例えば、多価カルボン酸及びモノカルボン酸と、これらを溶解す
る無水酢酸又は無水プロピオン酸、塩化アセチル、脂肪族酸塩化物及び有機塩基（トリメ
チルアミン等）から選ばれる脱水剤とを含有する。例えば、反応液を５～６０分間にわた
って窒素雰囲気下で還流した後、反応液の温度を１８０℃まで上昇させて窒素気流下の開
放系で、生成する酢酸及び水を留去することにより重縮合を進行させる。揮発成分の発生
が認められなくなった時点で、反応容器内を減圧しながら１８０℃の温度で３時間にわた
って、より好ましくは８時間にわたって溶融状態で重縮合を進行させる。生成した多価カ
ルボン酸縮合体を、無水酢酸等の非プロトン性溶媒を用いた再結晶や再沈殿法によって精
製してもよい。
【００６１】
　係る方法によって得られる多価カルボン酸縮合体は、式（６）のモノカルボン酸２分子
の縮合物、式（５）の多価カルボン酸と式（６）のモノカルボン酸との縮合物、多価カル
ボン酸及びモノカルボン酸の未反応物、並びに、無水酢酸及び無水プロピオン酸等の反応
試薬と多価カルボン酸又はモノカルボン酸とが縮合反応して生成する酸無水物のような副
生成物を含んでいる場合がある。これら副生成物は、精製によって除いてもよく、また、
混合物のまま硬化剤として用いることもできる。
【００６２】
　なお、（Ｂ）硬化剤は、多価カルボン酸が分子内で閉環縮合してなる酸無水物を更に含
んでいてもよい。この場合、（Ａ）エポキシ樹脂中に含まれるエポキシ基と、エポキシ基
と反応可能な（Ｂ）硬化剤中の酸無水物基との当量比が、１：０．３～１：１．２である
ことが好ましい。これにより、熱硬化性樹脂組成物の成形時における樹脂汚れをより一層
低減することができる。
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【００６３】
　熱硬化性樹脂組成物において、（Ｂ）硬化剤として、上記多価カルボン酸縮合体と共に
、電子部品封止用エポキシ樹脂成形材料で一般に使用されている硬化剤を併用することが
できる。このような硬化剤としては、エポキシ樹脂と反応するものであれば、特に限定さ
れないが、無色又は淡黄色であることが好ましい。このような硬化剤として、例えば、酸
無水物系硬化剤、イソシアヌル酸誘導体系硬化剤、フェノール系硬化剤が挙げられる。酸
無水物系硬化剤としては、例えば、無水フタル酸、無水マレイン酸、無水トリメリット酸
、無水ピロメリット酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、無水メ
チルナジック酸、無水ナジック酸、無水グルタル酸、無水ジメチルグルタル酸、無水ジエ
チルグルタル酸、無水コハク酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ
無水フタル酸が挙げられる。イソシアヌル酸誘導体としては、１，３，５－トリス（１－
カルボキシメチル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（２－カルボキシエチル）イ
ソシアヌレート、１，３，５－トリス（３－カルボキシプロピル）イソシアヌレート、１
，３－ビス（２－カルボキシエチル）イソシアヌレートが挙げられる。これらの硬化剤の
中では、無水フタル酸、無水トリメリット酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、テトラヒドロ
無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、無
水グルタル酸、無水ジメチルグルタル酸、無水ジエチルグルタル酸又は１，３，５－トリ
ス（３－カルボキシプロピル）イソシアヌレートを用いることが好ましい。また、上記硬
化剤は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせてもよい。これらの併用可能な硬化剤を
含む場合、多価カルボン酸縮合体との配合比率を変えることによって、（Ｂ）硬化剤の全
体としての粘度を調整することができ、好ましい。
【００６４】
　熱硬化性樹脂組成物から形成される硬化物のアルカリ耐性をより一層向上する観点から
、（Ｂ）硬化剤は、下記式（２）で表される化合物であるテトラヒドロ無水フタル酸又は
下記式（３）で表される化合物であるトリメリット酸無水物を更に含むことができる。
【００６５】
【化６】

【００６６】
　上述の併用可能な硬化剤は、分子量が１００～４００であることが好ましい。また、無
水トリメリット酸、無水ピロメリット酸等の芳香環を有する酸無水物よりも、芳香環の不
飽和結合のすべてを水素化した無水物が好ましい。酸無水物系硬化剤として、ポリイミド
樹脂の原料として一般的に使用される酸無水物を用いてもよい。
【００６７】
　ＩＣＩコーンプレート型粘度計によって測定される硬化剤の粘度は、１５０℃で１．０
～１０００ｍＰａ・ｓであることが好ましく、１０～２００ｍＰａであることがより好ま
しい。硬化剤の粘度が係る特定範囲内にあることにより、硬化剤を配合した熱硬化性樹脂
組成物をトランスファー成形に用いたときに、バリ発生が抑制されるなど、良好な成形性
が得られる。硬化剤の粘度は、例えばＲｅｓｅａｃｈ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ（Ｌｏｎｄｏ
ｎ）ＬＴＤ．製のＩＣＩコーンプレート型粘度計を用いて測定することができる。硬化剤
の粘度を調整する方法としては、多価カルボン酸縮合体の平均分子量を制御することで多
価カルボン酸縮合体自体の粘度を調整する方法や、多価カルボン酸縮合体と併用可能な他
の硬化剤との配合比を調整する方法が挙げられる。
【００６８】
　なお、（Ｂ）硬化剤は、上記一般式（１）で表される化合物、上記式（２）で表される
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化合物及び上記式（３）で表される化合物からなる群より選ばれる少なくとも一種の酸無
水物であってもよい。（Ｂ）硬化剤が、上記（１）～（３）で表される化合物のうち少な
くとも一つを含むことで、熱硬化性樹脂組成物は、成形性に十分に優れると共にアルカリ
耐性に優れ、樹脂成分の溶出を十分に低減した硬化物を形成できる。
【００６９】
　熱硬化性樹脂組成物において、（Ｂ）硬化剤の配合量は、（Ａ）エポキシ樹脂１００質
量部に対して、１０～１５０質量部であることが好ましく、樹脂汚れを抑制するという観
点から、５０～１２０質量部であることがより好ましい。
【００７０】
　また、（Ｂ）硬化剤は、（Ａ）エポキシ樹脂中のエポキシ基１当量に対して、当該エポ
キシ基との反応可能な（Ｂ）硬化剤中の活性基（酸無水物基又は水酸基）が０．５～０．
９当量となるように配合することが好ましく、０．７～０．８当量となることがより好ま
しい。上記活性基が０．５当量未満では、熱硬化性樹脂組成物の硬化速度が遅くなると共
に、得られる硬化体のガラス転移温度が低くなり、充分な弾性率が得られ難くなる傾向が
ある。一方、上記活性基が０．９当量を超えると、硬化後の強度が低下する傾向がある。
【００７１】
＜（Ｃ）硬化促進剤＞
　熱硬化性樹脂組成物には必要に応じて（Ｃ）硬化促進剤を配合することができる。（Ｃ
）硬化促進剤としては、（Ａ）及び（Ｂ）成分間の硬化反応を促進させるような触媒機能
を有するものであれば、特に限定されることなく用いることができる。硬化促進剤として
は、例えば、アミン化合物、イミダゾール化合物、有機リン化合物、アルカリ金属化合物
、アルカリ土類金属化合物、第４級アンモニウム塩が挙げられる。これらの硬化促進剤の
中でも、アミン化合物、イミダゾール化合物又は有機リン化合物を用いることが好ましい
。アミン化合物としては、例えば、１，８－ジアザ－ビシクロ（５，４，０）ウンデセン
－７、トリエチレンジアミン、トリ－２，４，６－ジメチルアミノメチルフェノールが挙
げられる。また、イミダゾール化合物として、例えば、２－エチル－４－メチルイミダゾ
ールが挙げられる。更に、有機リン化合物としては、例えば、トリフェニルホスフィン、
テトラフェニルホスホニウムテトラフェニルボレート、テトラ－ｎ－ブチルホスホニウム
－ｏ，ｏ－ジエチルホスホロジチオエート、テトラ－ｎ－ブチルホスホニウム－テトラフ
ルオロボレート、テトラ－ｎ－ブチルホスホニウム－テトラフェニルボレートが挙げられ
る。これらの硬化促進剤は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００７２】
　上記（Ｃ）硬化促進剤の配合量は、（Ａ）エポキシ樹脂１００質量部に対して、０．０
１～８質量部であることが好ましく、０．１～３質量部であることがより好ましい。硬化
促進剤の含有量が、０．０１質量部未満では、十分な硬化促進効果を得られない場合があ
り、８質量部を超えると、得られる成形体に変色が見られる場合がある。
【００７３】
＜（Ｄ）白色顔料＞
　光半導体装置などに利用可能な白色の成形樹脂として用いる場合には、熱硬化性樹脂組
成物に更に（Ｄ）白色顔料を含むことが好ましい。（Ｄ）白色顔料としては、公知のもの
を使用することができ、特に限定されない。白色顔料として、例えば、アルミナ、酸化マ
グネシウム、酸化アンチモン、酸化チタン、酸化ジルコニウム及び無機中空粒子が挙げら
れる。これらは１種を単独で又は２種以上併用することができる。無機中空粒子としては
、例えば、珪酸ソーダガラス、アルミ珪酸ガラス、硼珪酸ソーダガラス、シラス（白砂）
が挙げられる。白色顔料の粒径は、中心粒径が０．１～５０μｍであることが好ましい。
この中心粒径が０．１μｍ未満であると粒子が凝集しやすく分散性が低下する傾向があり
、５０μｍを超えると熱硬化性樹脂組成物からなる硬化物の反射特性が十分に得られ難く
なる。
【００７４】
　（Ｄ）白色顔料の配合量は、特に限定されないが、熱硬化性樹脂組成物全体に対して、
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１０～８５体積％であることが好ましく、２０～７５体積％であることがより好ましい。
この配合量が１０体積％未満であると硬化後の熱硬化性樹脂組成物の光反射特性が十分に
得られ難い傾向があり、８５体積％を超えると熱硬化性樹脂組成物の成形性が低下する傾
向がある。
【００７５】
　また、熱硬化性樹脂組成物が（Ｄ）白色顔料と共に後述する無機充填剤を含有する場合
、（Ｄ）白色顔料と無機充填材との合計配合量が、熱硬化性樹脂組成物全体に対して、１
０～８５体積％であると、熱硬化性樹脂組成物の成形性をより一層向上することができる
。
【００７６】
＜その他の成分＞
（無機充填材）
　熱硬化性樹脂組成物は成形性を調整するために、無機充填材を含むことが好ましい。な
お、無機充填剤として、上記白色顔料と同様のものを用いてもよい。無機充填材として、
例えば、シリカ、酸化アンチモン、酸化チタン、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウ
ム、硫酸バリウム、炭酸マグネシウム、炭酸バリウム、アルミナ、マイカ、ベリリア、チ
タン酸バリウム、チタン酸カリウム、チタン酸ストロンチウム、チタン酸カルシウム、炭
酸アルミニウム、ケイ酸アルミニウム、炭酸カルシウム、ケイ酸カルシウム、ケイ酸マグ
ネシウム、窒化ケイ素、窒化ホウ素、焼成クレー等のクレー、タルク、ホウ酸アルミニウ
ム、ホウ酸アルミニウム、炭化ケイ素が挙げられる。熱伝導性、光反射特性、成形性及び
難燃性の点から、無機充填剤は、シリカ、アルミナ、酸化マグネシウム、酸化アンチモン
、酸化チタン、酸化ジルコニウム、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウムからなる群
から選ばれる２種以上の混合物であることが好ましい。無機充填材の平均粒径は、白色顔
料とのパッキング性を向上させる観点から、１～１００μｍであることが好ましく、１～
４０μｍであることがより好ましい。熱硬化性樹脂組成物における無機充填剤の配合量は
、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の合計量１００質量部に対して、１～１０００質量部である
ことが好ましく、１～８００質量部であることがより好ましい。
【００７７】
（カップリング剤）
　熱硬化性樹脂組成物には、熱硬化性樹脂成分である（Ａ）～（Ｃ）成分と、（Ｄ）白色
顔料及び必要に応じて添加される無機充填材との接着性を向上させる観点からカップリン
グ剤を添加することが好ましい。カップリング剤としては、特に限定されないが、例えば
、シランカップリング剤及びチタネート系カップリング剤が挙げられる。シランカップリ
ング剤としては、一般にエポキシシラン系、アミノシラン系、カチオニックシラン系、ビ
ニルシラン系、アクリルシラン系、メルカプトシラン系及びこれらの複合系が挙げられ、
任意の添加量で用いることができる。なお、カップリング剤の配合量は、熱硬化性樹脂組
成物全体に対して５質量％以下であることが好ましい。
【００７８】
　また、樹熱硬化性脂組成物には、必要に応じて、酸化防止剤、離型剤、イオン捕捉剤等
の添加剤を添加してもよい。
【実施例】
【００７９】
　以下、本発明について実施例に基づいてより詳細に説明するが、本発明は以下の実施例
に限定されるものではない。
【００８０】
＜多価カルボン酸縮合体の作製＞
　合成例Ａ１およびＡ２の合成は、下記の繰り返し単位用モノマーと両末端用のモノマー
とを、無水酢酸中で５～６０分にわたって窒素雰囲気下で還流した後、温度を１８０℃ま
で上昇させ、窒素気流下、開放系で反応によって生成した酢酸及び水を留去した。揮発成
分が認められなくなったところで、反応容器内を減圧しながら、１８０℃の温度で１～１



(15) JP 2011-230050 A 2011.11.17

10

20

30

40

50

５時間にわたって溶融縮合し、多価カルボン酸縮合体を得た。
【００８１】
（合成例Ａ１）
　繰り返し単位：水素化テレフタル酸　（東京化成社製）　；１２５ｇ、
　両末端：１，２－無水トリメリット酸　（三菱ガス化学社製）　；１２６ｇ。
（合成例Ａ２）
　繰り返し単位：水素化テレフタル酸　（東京化成社製）　；１２５ｇ、
　両末端：水素化－１，２－無水トリメリット酸　（三菱ガス化学社製）　；１２６ｇ。
【００８２】
＜材料１の調製＞
　材料１は、以下の成分を混合することによって調製した。
　トリエポキシプロピルイソシアヌレート（エポキシ当量１００，日産化学社製，商品名
：ＴＥＰＩＣ－Ｓ）：２０質量部、
　合成例Ａ１：３．６質量部、
　テトラヒドロフタル酸無水物（新日本理化株式会社製、商品名リカシッドＴＨ）：８．
６質量部、
　ヘキサヒドロフタル酸無水物（新日本理化株式会社製、商品名リカシッドＨＨ）：８．
６質量部、
　テトラ－ｎ－ブチルホスホニウムテトラフェニルボレート（日本化学工業社製、商品名
：ＰＸ－４ＰＢ）：０．７質量部、
　トリメトキシエポキシシラン（東レダウコーニング社製、商品名：Ｓ６０４０）：０．
５質量部、
　溶融シリカＡ（電気化学工業社製、商品名：ＦＢ－９５０）：７５質量部、
　溶融シリカＢ（電気化学工業社製、商品名：Ｓ０－２５Ｒ）：１９質量部、
　中空粒子（住友３Ｍ社製、商品名：Ｓ６０－ＨＳ）：２６質量部、
　酸化チタン（石原産業社製、商品名：ＣＲ６３）：８９質量部。
【００８３】
＜材料２の調製＞
　材料２は、以下の成分を混合することによって調製した。
　トリエポキシプロピルイソシアヌレート（エポキシ当量１００，日産化学社製，商品名
：ＴＥＰＩＣ－Ｓ）：２０質量部、
　合成例Ａ２：３．７質量部
　ヘキサヒドロフタル酸無水物（新日本理化株式会社製、商品名リカシッドＨＨ）：２１
質量部、
　テトラ－ｎ－ブチルホスホニウムテトラフェニルボレート（日本化学工業社製、商品名
：ＰＸ－４ＰＢ）：０．７質量部、
　トリメトキシエポキシシラン（東レダウコーニング社製、商品名：Ｓ６０４０）：０．
５質量部、
　溶融シリカＡ（電気化学工業社製、商品名：ＦＢ－９５０）：７５質量部、
溶融シリカＢ（電気化学工業社製、商品名：Ｓ０－２５Ｒ）：１９質量部、
　中空粒子（住友３Ｍ社製、商品名：Ｓ６０－ＨＳ）：２６質量部、
　酸化チタン（石原産業社製、商品名：ＣＲ６３）８９質量部。
【００８４】
＜樹脂材料の粉砕処理＞
（実施例１）
　図２に示す構成のスクリーン（内径２５０ｍｍ、本体部の厚さ２ｍｍ、開口部φ３ｍｍ
、穴ピッチ４．５ｍｍ、テーパ部角度（角度α）６０°）を準備した。このスクリーンを
パワーミル（株式会社ダルトン社製、商品名：Ｐ－５）に装着し、材料１，２の粉砕処理
をそれぞれ行った。
【００８５】
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（実施例２）
　図１に示す構成のスクリーンの代わりに、図５に示す構成のスクリーン（内径２５０ｍ
ｍ、本体部の厚さ２ｍｍ、開口スリット幅３ｍｍ、スリットピッチ４．５ｍｍ、テーパ部
角度６０°）をパワーミルに装着したことの他は、実施例１と同様にして材料１，２の粉
砕処理をそれぞれ行った。
【００８６】
（実施例３）
　図１に示す構成のスクリーンの代わりに、図７に示す構成のスクリーン（内径２５０ｍ
ｍ、本体部の厚さ２ｍｍ、開口スリット幅３ｍｍ、スリットピッチ４．５ｍｍ、テーパ部
角度６０°、スリット傾斜角（角度β）３０°）をパワーミルに装着したことの他は、実
施例１と同様にして材料１，２の粉砕処理をそれぞれ行った。
【００８７】
（実施例４）
　図１に示す構成のスクリーンの代わりに、図８に示す構成のスクリーン（内径２５０ｍ
ｍ、本体部厚さ２ｍｍ、開口スリット幅３ｍｍ、スリットピッチ４．５ｍｍ、テーパ部角
度６０°）をパワーミルに装着したことの他は、実施例１と同様にして材料１，２の粉砕
処理をそれぞれ行った。
【００８８】
（比較例１）
　図１に示す構成のスクリーンの代わりに、図９に示す構成の従来のスクリーン（内径２
５０ｍｍ、本体部厚さ２ｍｍ、開口部φ３ｍｍ、穴ピッチ４．５ｍｍ）をパワーミルに装
着したことの他は、実施例１と同様にして材料１，２の粉砕処理をそれぞれ行った。
【００８９】
＜評価項目＞
　以下の項目について、実施例１～４及び比較例１において使用したスクリーンをそれぞ
れ評価した。なお、表１に結果を示す。
（１）樹脂材料の排出性
　パワーミルから排出された樹脂材料の量に基づいて評価を行った。
　Ａ：非常に良好、
　Ｂ：良好、
　Ｃ：悪い。
（２）スクリーンの目詰まりの有無
　粉砕処理後にパワーミルからスクリーンを取り出し、スクリーンの表面を目視によって
観察した。
　Ａ：付着なし、
　Ｂ：わずかに付着あり、
　Ｃ：大量に付着あり。
（３）スクリーンの清掃性
　パワーミルからスクリーンを取り出したスクリーンの清掃に要した時間に基づいて評価
を行った。
　Ａ：清掃の必要なし、
　Ｂ：清掃容易、
　Ｃ：清掃困難。
【００９０】
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【表１】

【符号の説明】
【００９１】
１，２，３，４…スクリーン、１ａ，２ａ，３ａ，４ａ…本体部、１ｂ，２ｂ，３ｂ，４
ｂ…開口部、１ｃ，２ｃ，３ｃ，４ｃ…テーパ部、２０…樹脂材料粉砕機、２２…回転羽
、Ｆ１…スクリーンの内面、Ｆ２…スクリーンの外面。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(19) JP 2011-230050 A 2011.11.17

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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